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ハイテクプラザ再エネ技術高度化事業

福島県ハイテクプラザについて
　福島県ハイテクプラザは、県内工業の振興を図るために設置された県の試験研究機関として、郡山本部を中心に会津若
松技術支援センター、南相馬技術支援センターとともに、第Ⅲ期中期ビジョン（令和４年度～令和８年度）の下、「研究開発」、

「技術支援」、「人材育成」、「情報の収集と発信」の４つの基本活動をとおして、地域産業はもとより、再生可能エネルギー・
水素等の新産業分野への支援に積極的に取り組んでいます。

取り組み内容について
１　ハイテクプラザの果たす役割
　「企業に対する技術支援、成長産業への先導」
　「福島イノベーション・コースト構想や再生可能エネルギー・水素普及促進等、
　　本県重点施策への貢献、地域に根ざした従来産業の振興」
　「次代を担う技術者の育成」
　「技術情報の収集と発信、企業と研究機関や支援機関との橋渡し」

２　基本活動
　（１）研究開発
　　 �　新産業分野、基盤技術分野、繊維や伝統工芸等の基幹産業分野を対象に研究開発に取り組み、成果を移転します。
　（２）技術支援
　　 �　技術相談や機器開放、依頼試験、技術者向け講習会等に取り組みます。また、福島県発明協会等と連携し、知

的財産の保護・活用を支援します。
　（３）人材育成
　 　�　大学院派遣や技術士資格取得等、技術の高度化・急速な進歩に対応できる専門性の高い職員の育成に取り組み

ます。
　（４）情報の収集と発信
　　 �　最新の技術動向やハイテクプラザ研究成果等を企業目線で発信します。また、変化・高度化が著しい分野等で

は研究会を組織し、情報取得や技術習得を支援します。

新たな組織体制のスタート
　第Ⅲ期中期ビジョンの開始に合わせ、令和４年４月に、従来の５拠点から、郡山本部を中心とする３拠点に集約し、専
門分野に合わせた部・科体制へと移行しました。また、多数の最新鋭の設備を導入し、これを活用した高度な測定や開発
ができるようになりました。さらに、各分野の専門性を深めつつ、課題に応じて柔軟に横断型チームを編成し、総合力を
発揮して企業支援に臨みます。

当研究所所在地及び連絡先
〒 963-0297　郡山市待池台 1 丁目 12 番地
TEL.024-959-1741　FAX.024-959-1761
Eメール :hightech-renkei@pref.fukushima.lg.jp
URL : https://www.pref.fukushima.lg.jp/site/hightech/

ハイテクプラザ（郡山本部） 会津若松技術支援センター 南相馬技術支援センター
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ハイテクプラザ再エネ技術高度化事業

１　欠陥検知技術の開発
　高圧タンクに生じる亀裂の有無や位置、長さの検知技術を開発する。
２　水素環境下の疲労寿命予測技術の開発
　水素環境下の強度試験等により、水素脆化による破壊進行の正確な予測技術を開発する。
３　健全性診断技術の開発
　１、２を統合し、高圧水素タンクの健全性診断技術を確立する。

再生可能エネルギー関連技術指導事業

高圧水素タンク充填時検査技術開発事業

事業内容

事業内容

研究の目標

支援事例

研究のポイント・先進性

県内産業への波及効果（見込み）

開発者からのコメント

福島県ハイテクプラザの保有技術を実技支援の形で県内企業等に移転することにより、県内企業等の再生可能エ
ネルギー関連の技術開発や製品開発の取組を支援します（無料）。実技支援の日数は１テーマあたり１～５日程度
で、内容や実施場所については、申請企業等のご要望に応じて調整します。

水素脆化の懸念がある、高圧水素ガスタンクについて、ガス充填と同時に検査を行う「充填時検査」として、画像
処理による亀裂検知と、CAE（コンピュータシミュレーション）による破壊力学評価を組み合わせた点検技術を開
発する。

( 事�例１）液体水素環境で使用されるポンプ部品の品質管理技術の習得　　
　�　液体水素環境で使用されるポンプ部品の品質管理を目的に、熱変

形・熱応力測定に関する実技支援を実施。

（事�例２）風力発電機点検ドローンに用いる ardupilot や Mission Planner の
環境構築や使用方法の習得　　

　�　ドローンのファームウェアや地上アプリケーションの環境構築や使用方
法についてフライトコントローラを使って実技支援を実施。

高圧水素タンクは、外から見えない内面の小さな傷
（亀裂）が成長し、突然急速に破壊に至る「疲労破壊」
が起こる懸念がある。そこで、福島県ハイテクプラ
ザで保有する DIC（Digital Image Correlation : デジ
タル画像相関法）画像処理技術を応用し、亀裂の位
置や大きさを特定するとともに、検知した亀裂のサ
イズと材料の強度を照らし合わせることで、水素タ
ンクの健全性を診断する技術を開発している。この
技術により、規制緩和が見込まれる安価な材料でも
タンクの安全性を確保できると見込まれる。

水素ガス漏洩事故を未然に防ぐ点検技術を開発す
ることで、水素関連設備の安全性を確保しつつ、
製造・点検コストを削減することの両立が可能と
なり、水素の利活用促進、水素社会の実現に貢献
する。

水素エネルギーの利活用を広めるためには、安全性と経済性の両立が重要だと考えます。カメラを使っ
た点検技術が完成すれば、安全かつ安価な点検技術として普及する可能性が高いと思いますので、関
連団体と協力し、実用化を進めていきます。

材料技術部
金属・物性科
専門研究員
工藤弘行

令和３年度～令和５年度

画像処理による検査イメージ
（移動式水素ステーションへの応用例）

疲労亀裂進展解析による寿命予測
（標準試験片の例）
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ハイテクプラザ再エネ技術高度化事業

１　迅速耐久性評価方法の確立
　風車ブレードの損傷メカニズムを明らかにし、劣化進行・寿命の予測技術を開発する。
２　予知保全技術の開発
　損傷状態を正確に観測する非破壊検査方法を開発し、それにより発見した劣化や亀裂、
雷害痕から、CAE 解析で将来の破壊リスクを定量的に評価できる予知保全技術を開発する。

風車ブレード部材耐久性評価・予知保全技術開発事業

事業内容

研究の目標

研究のポイント・先進性

県内産業への波及効果（見込み）

開発者からのコメント

風車ブレードに生じる長期的損傷のメカニズムを明らかにすることにより、初期の劣化状態から耐久性を評価でき
る技術を開発するとともに、異常の前兆を早期に検知できる点検技術（予知保全技術）を開発する。

風車ブレードに生じる長期的な損傷形態は様々であるが、今後影響が大き
くなると見込まれるのがレインエロージョン（雨滴による浸食）である。
これは雨滴が高速回転する風車に衝突し、ブレード先端が削られる現象で
あり、適切な点検や補修をしないと大きな事故につながるリスクがある。
本研究では、産総研 FREA が所有する「回転式レイン・エロージョンテスタ」
で試験中・後の試験片の観察・分析を行い、レインエロージョンの発生や
進行を定量的に捉える分析手法を開発している。

風車ブレードの迅速な耐久性評価が可能となるこ
とで、県内企業によるブレード保護技術・製品の
開発が促進されるとともに、損傷の予兆等を捉え
る予知保全技術の活用により、風車の安全対策や
運用コスト低減に貢献する。

風車ブレードで起こる劣化現象は、まだまだ分かっていないことが多いのが実状です。我々が得意と
する、材料工学分野の実験・分析技術とコンピュータシミュレーションを駆使して、企業の開発や研
究機関の研究を支援していきます。

材料技術部
金属・物性科
専門研究員
工藤弘行

令和４年度～令和６年度

１　水素・アンモニア環境適合性評価技術の確立
　�水素・アンモニア環境下における脆化・腐食を評価する技術を確立する。
２　低温強度評価技術の確立
　-196℃の低温強度を評価する技術を確立する。
３　実使用時の強度信頼性評価技術の確立
　�シミュレーション技術を応用し、信頼性評価技術を確立する。

金属加工部材の水素・アンモニア利用環境適合性評価技術開発

事業内容

研究の目標

研究のポイント・先進性

県内産業への波及効果（見込み）

開発者からのコメント

エネルギー分野において、金属材料が過酷環境（水素・アンモニア環境）で使用されることが増えており、それに応
じた材料評価ニーズも急増するが、試験を実施できる機関が全国的にも限られている。
そこで、当所や連携機関で、過酷環境の適合性を評価する技術を確立し、県内企業製品の当該分野での採用を後押しする。

県内企業が関わることの多い、鋳造、溶接等の金属加工部材
は加工により材料特性が低下するため、加工した県内企業が
独自に過酷環境下における評価を行う必要があるが、発注元
企業も、材料評価に知見がないため、開発のボトルネックに
なっている。そこで、本研究では、県内企業だけでなく発注元
企業とも協力関係を構築し、統一的な材料評価方法を提案す
ると共に、従来の試験方法をブラッシュアップし、企業で広く
行われている CAE（コンピュータシミュレーション）に基づく
設計と整合性のある強度評価方法の開発に取り組んでいる。

水素やアンモニア利用環境における金属加工部材の適合性
を安価・短時間で評価できる技術を確立することで、県内
企業製品の環境適合性評価の裏付けを行い、製品開発や技
術開発が促進され、県内企業の参入に貢献する。
また、標準材料の評価データや腐食・破壊の過程データを公
開し、多くの企業での活用を目指す。

ここ 1，2 年で、金属材料の水素・アンモニアに対する適合性に関する技術相談が増えていますが、
いずれも評価方法に難しさがあり、簡単に実施することはできません。本研究では、県内企業、発注
元企業の両者が納得できる、合理的、かつ、経済的な評価方法の開発を目指しています。

材料技術部
金属・物性科
専門研究員
工藤弘行

令和５年度～令和７年度
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ハイテクプラザ再エネ技術高度化事業

メモ

１　フラットな両面受光型太陽電池パネルの開発
　両面がフラットなパネルに必要となる端面電線取出し口やインラミネート型バ
イパスダイオード、電線を内蔵した柱を開発する。
２　意匠性の高い加飾技術の開発
　市街地に適した意匠を開発するとともに、加飾時にホットスポット評価を行い、
安全性を確認する。

両面受光型太陽光電池パネル開発事業

事業内容

研究の目標

研究のポイント・先進性

県内産業への波及効果（見込み）

開発者からのコメント

産総研FREAや県内企業との産官共同研究により、受光面に影のないフラットな両面受光型太陽光電池パネルの製作技術と加
飾技術を開発する。これにより太陽電池パネルの普及拡大と県内関連産業の振興に寄与する。

両面から太陽光を受光し、垂直に配置しても発電量が低下しない両面
受光型太陽電池パネルは、市街地のフェンスやルーフ（雨避け）など
での活用が見込まれている。本研究では、パネルの高付加価値化と用
途拡大に向け、従来は裏面に取り付けられていたジャンクションボッ
クス内のバイパスダイオードをパネルに内蔵し、両面を完全フラット
化する技術と意匠性の高い加飾技法を開発しました。

両面がフラットで意匠性の高いパネル製造
技術の確立により、県内企業におけるパネ
ル、部材及び印刷技術の競争力が向上する
とともに、市街地の案内板や看板等、太陽
電池パネルの用途拡大にも寄与する。

県内企業の新製品開発や用途拡大に繋がるよう、県内企業や産総研 FREA やハイテクプラザの技術・
ノウハウを結集してプロジェクト推進に取り組んでいます。

電子・機械技術部
機械・加工科
主任研究員
小野裕道

令和２年度～令和４年度

電線取出し口
の開発

開発したバイパス
ダイオード

加飾により
意匠性を高めた
太陽電池パネル
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福島再生可能エネルギー研究所最先端研究・拠点化支援事業

FREAについて
　国立研究開発法人 産業技術総合研究所（以下、産総研）福島再生可能エネルギー研究所（以下、FREA）は、政府の東
日本大震災からの復興の基本方針により、平成 26 年 4 月に産総研の新たな研究開発拠点として福島県郡山市に設立され
ました。FREA は「世界に開かれた再生可能エネルギーの研究開発の推進」と「新しい産業の集積を通した復興への貢献」
を大きなミッションとし、再生可能エネルギーに関する新技術を生み出し、発信する拠点を目指しています。

取り組み内容について
　再生可能エネルギーは我が国にとって貴重な国産エネルギー源。そして世界的な地球温暖化防止と持続可能性実現にも
不可欠なため、早期大量導入が期待されています。その導入には出力の時間的変動、高いコスト、地域的な偏りなどの解
決すべき課題があります。FREA は、これらの課題を解決して大量導入を加速するために研究課題に取り組んでいます。

〈テーマ 1　主力電源化に向けた一層の性能向上と O ＆ M 技術開発〉
⃝高性能風車要素技術およびアセスメント技術
⃝太陽電池技術　　⃝太陽光発電システム技術
⃝太陽電池性能評価技術と基準太陽電池校正技術

〈テーマ 2　適正な導入拡大のための研究開発、データベース構築〉
⃝地熱の適正利用のための技術
⃝地中熱ポテンシャル評価とシステム最適化技術

〈テーマ 3　ゼロエミッション実現に向けた次世代エネルギー
システム技術開発〉
⃝再生可能エネルギーネットワーク開発・実証
⃝水素キャリア製造・利用技術
⃝水素エネルギーシステム・熱利用技術

被災地企業等再生可能エネルギー技術シーズ開発・事業化支援事業
　FREA の掲げるミッションの一つである「新しい産業の集積を通した復興への貢献」の実現に向けて、本事業により、
東日本大震災の被災地に所在する企業への技術支援を行っています。
平成 25 年度～令和 2 年度においては、東日本大震災により被災した福島県、宮城県、岩手県に所在する企業が開発した
再生可能エネルギー関連技術やノウハウ等の事業化を支援してきました。令和 3 年度からは、福島県浜通り 15 市町村※
に所在する企業を中心に、被災地域発の再生可能エネルギー関連技術シーズの事業化に向けた技術開発を重点的に支援す
ることで、地域における新たな産業創出を目指しています。

※ �15 市町村：新地町、相馬市、南相馬市、飯舘村、川俣町、浪江町、葛尾村、田村市、双葉町、大熊町、富岡町、川内村、
楢葉町、広野町、いわき市

当研究所所在地及び連絡先
〒963-0298　福島県郡山市待池台 2-2-9
TEL.024-963-1805　FAX 024-963-0824　
Eメール : frea-info-ml@aist.go.jp　URL https://www.aist.go.jp/fukushima/

FREA 全景（国立研究開発法人産業技術総合研究所（産総研）提供）

国立研究開発法人産業技術総合研究所
福島再生可能エネルギー研究所
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福島再生可能エネルギー研究所最先端研究・拠点化支援事業

先端的なO&M改善技術の開発を行うことで、県内をはじめ全国に導
入される風力発電のO&Mの高度化を図るとともに、それを担う人材
育成の拠点機能をFREAに形成することにより、他県にはない福島
県オリジナルの技術開発・人材育成拠点機能の形成を実現する。

風力発電の維持管理等の技術開発・人材育成拠点の形成

福島再生可能エネルギー研究所
最先端研究・拠点化支援事業

事業内容

研究の目標

研究のポイント・先進性

県内産業への波及効果（見込み）

開発者からのコメント

今後国内に大量導入される風力発電では、運用・維持管理業務（O&M）に携わるスキルを持つ人材が圧倒的に不
足している。そこで、国内風況に適した最先端のO&M改善技術の開発を行うとともに、それを担う人材育成の拠点
機能を産業技術総合研究所 福島再生可能エネルギー研究所（FREA）に形成する。

FREA をはじめとする県内の複数の風車や、各種要素試験設備を使用するこ
とにより、複雑地形における O&M 改善技術のスケールアップ実証が可能な
フィールド試験環境を構築し、これを活用した技術研修やワークショップ等
を実施することでエンジニア育成を行う。研究テーマとしては、運用中の風
車において風から各コンポーネントに伝達される変動を実測や解析により明
らかにし、設計時の想定との乖離を評価し、影響を緩和する技術開発に取り
組む。

高度なスキルを持つ人材が育成されることで、県内企業による
O&M 産業への参入が見込まれるとともに、県内だけでなく全国か
ら社会人や学生を受け入れ、人の流れを作ることにより、県内産業
の活性化が見込まれる。

複数の企業から様々なスキルを持つ技術研修生が集い、風車の設計や O&M を専門とする多くの研究者の指
導を受けながら、実機風車や各種要素試験設備など最先端の設備を使った研究を行い、組織の垣根を越えて
自由にディスカッションすることで切磋琢磨しながら、楽しく、風車の研究に取り組む場が生まれています。

再生可能エネルギー
研究センター

風力エネルギーチーム
田中元史

事業概要
　県内企業のより一層の技術力高度化や産業集積につなげていくため、産総研福島再生可能エネルギー研
究所（FREA）の研究開発機能を最先端分野に展開・高度化するとともに、県内企業との橋渡しや人材育
成機能を強化するための支援を行う。

補助対象事業
　FREA が行う最先端分野の研究開発や民間企業との橋渡し・人材育成機能を強化するため、必要な経費
を支援する。
　●　補助先：国立研究開発法人産業技術総合研究所
　●　支援テーマ：
　　ア　風力発電の維持管理等の技術開発・人材育成拠点の形成
　　イ　太陽光発電の O&M 等の技術開発・人材育成拠点の形成

令和３年度～令和７年度国立研究開発法人産業技術総合研究所
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福島再生可能エネルギー研究所最先端研究・拠点化支援事業

PVにおけるメンテナンスコストの削減と発電事業による便益向
上のため、個社のみでは開発が難しいPVのO&M技術をFREAの
設備やノウハウを活用し、県内企業と共同研究や研修等を実施
し、O&M等のシステム化と人材育成を行うことで、県内における
PVの長期安定電源化の実現に資する県内企業の創出を目指す。

太陽光発電のO&M等の技術開発・人材育成拠点の形成

事業内容

研究の目標

研究のポイント・先進性

県内産業への波及効果（見込み）

開発者からのコメント

太陽光発電（PV）の主力電源化のため、持続的な発電事業を実現する必要があることから、産業技術総合研究所 
福島再生可能エネルギー研究所（FREA）に運用・維持管理業務（O&M）における技術開発と効果検証を共同実
施するための拠点形成を行い、O&Mの技術開発および人材育成を行う。

PV メンテナンスのための要素技術開発や性能検証が進められているが、組合せ
による最適なシステム化が実現できていないことから、FREA 設備で検証を行う
とともに、発電所の発電データや保守点検記録等を収集・分析することにより、
PV 高度メンテナンスのシステム化を実施する。また、将来の電力市場モデルや
出力制御を組み合せた PV 発電事業モデルの評価環境は
十分に確立されていないことから、FREA において将来の
電力市場を活用した計画発電などを模擬できるシミュレー
ション環境構築を行い、事業性の評価を実施する。

スマートメンテナンス技術のシステム化や要素技術の活用が可能
となり、メンテナンスにおける案件取得が見込まれるとともに、
PV を中心とした発電事業やオペレーションシステムの実用化が見
込まれる。また、メンテナンスとオペレーションを一体としたアセッ
トマネージャーとしての事業形態も見込まれる。

太陽光発電を長期安定的に運用するために必要な、地域を支える人材、企業の支援し、主力電源化の
実現につなげていきます。

再生可能エネルギー
研究センター　

太陽光システムチーム　
大関崇

令和３年度～令和７年度令和３年度～令和７年度国立研究開発法人産業技術総合研究所

メモ
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再生可能エネルギー関連補助事業実用化・事業化・事例紹介

実用化・事業化・事例紹介

株式会社日立製作所 再生可能エネルギー関連技術実証研究支援事業（平成29年度～令和元年度）

再生可能エネルギー導入促進向け次世代コジェネシステムの実証

事業内容

今
後
の
展
開

今
後
の
展
開

こ
れ
ま
で
に
得
ら
れ
た
成
果

こ
れ
ま
で
に
得
ら
れ
た
成
果 開

発
者
か
ら
の
コ
メ
ン
ト

開
発
者
か
ら
の
コ
メ
ン
ト

再生可能エネルギー電力で水素製造を行い、MCH で備蓄・輸送し、脱水素装置で水素化、次世代コジェネシステムで
熱と電気を需要者へ供給する事業モデルを想定している。本実証事業において、再生可能エネルギーの大幅導入を見据
えて、水素と液体燃料による次世代コジェネエンジンシステムの実証を行う。

・�噴射制御／高度化設計を反映した燃料制御により、
500kW50Hz水素混焼発電データを取得。

・�水素混焼発電機排熱利用型脱水素ユニット製作完
了。

・�MCH製造のダイナミック制御技術を開発し、優れた
転化率を実現。

再エネ導入企業への適用を推進して参ります。また、
本事業を推進して行くことで、「再生可能エネルギー
備蓄・輸送・利用システム」のコアとなる次世代コジェ
ネシステムへと発展させたいと考えております。

この実証を通じて、福島県
に お け る 再 生 可 能 エ ネ ル
ギー導入促進に貢献出来れ
ばと考えており、福島県が
掲げる“再生可能エネルギー
先駆けの地” の実現に寄与出
来ればと考えております。

株式会社日立製作所　
水・環境ビジネスユニット　

バリューチェーン TSS
事業開発本部　

TSS グリーン推進部　
川村　徹

株式会社誠電社 再生可能エネルギー関連技術実証研究支援事業（令和２年度）

風力発電機増速機用オイル交換設備実証研究事業

事業内容
地上約 100m 高さに位置する風力発電機ナセル内での増速機用高粘度潤滑オイルの交換作業効率化と作業安全性を確
保するため、専用圧送ポンプシステムを開発搭載し、新旧油の運搬が可能で山岳地帯などにも対応できる小型専用車両
を採用した実証研究事業

実証試験の成果をもとに多数の発電事業者の協力が得ら
れ、稼働中の風車実機にて本システムを用いてオイル
交換作業を行うことができた。従来の方法よりコンタミ
ネーションを防止でき、オイル加温により600Lのオイ
ル交換時間を1/3に短縮できることが実機にて確認でき
た。10年以上経過した風車は、年次点検時のオイル分
析劣化診断結果に基づき交換していることが多いことが
わかり、現場でオイル分析ができ事前現場調査をしなが
らオイル交換の台数を把握できる様になればより需要が
増えるなど要望を把握することができた。

本事業はあくまで風車メンテナンス業務の一部分であり、
本工法をセールスポイントにして 2025 年から運転開始す
る県内大型発電所などでの総合的なメンテナンス業務の
受注へ結び付けて行くことが期待できる。また、個人の能
力に左右されない工法のため、当業界での新規雇用創出
の期待が高まった。

非常に商用化の可能性が高い実証研究
に着手することができて満足していま
す。福島県内に建設が進んでいる風力
発電所はギヤドライブの方が基数が多
いので、このオイル交換システムの受
注活動を進めており手ごたえを感じて
います。風力関連産業は成長産業のた
め、今後もどのような方でも新規参入
できるような技術開発を続けていきた
いと考えております。

株式会社誠電社
開発営業部　

部長　
菅野辰典
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実用化・事業化・事例紹介

事業内容
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「スパホテルあぶくまに」に導入したドイツ国エントレンコ社の E4 ユニット（熱電併給装置）を東北電力配電線に系統
連系するため、E4 の電気出力を直交変換するブリッジ回路と 400V を 200V に変換するトランスを内蔵したインバータ
システムを開発し、E4 搭載の V8 エンジンのトルクリミットを安定させ周波数の変動率を 2％以内に改善した。

E4発電機の出力を東北電力配電線に系統連系するするために
は、３相４線式の電気出力をブリッジ回路で直交変換して３相
３線式とし、電気出力も400Vから200Vに変換するが、E４発
電機はV8エンジンで直接稼働させているため飛灰をキャッチ
するパルスフィルターのバイブレーション機能をエンジンの
排気ガスを圧縮して行うため、その稼働時にE4発電機のトル
クが変化して系統連系に求められる周波数変動率（２％）が
不安定になり、インバータが系列からE4発電機を解列し、ガ
ス化炉の連続運転が難しくなる。このため安川エンジニヤリ
ング（株）と連携して、トルクリミットを改善した。

弊社の関連企業である（株）シーズではエントレンコ社
が英国に保有するペレット工場に訪問し木質ガス化に
適したペレットの開発に取り組み、杉に含まれるカリ
ウムが酸素と結合し、ガス化炉内にクリンカ（凝結結
晶体）を発生させないペレットの開発に成功したため、
化石燃料に代わるペレットの普及や E4 ユニットの販
路拡大が見込まれる。

E4ユニットの系統連系に欠かせない
インバータの開発を安川エンジニヤ
リングと連携して開発し、エントレ
ンコ社のMoritz博士と連携しトルク
リミットのアレンジをしたため、E4
ユニットの稼働率は飛躍的に向上し
たがFIT売電出力（49.6KW）しても
安川インバータは受注製作品なので
量産化が難しいため高額になり普及
には時間がかかる。

研究開発者
藤田建設工業株式会社

白河支店　西業営業所長
青木　佑太

安川インバータ
トルクリミット改善作業

図１. ケーブル TCP 試験装置の概要図 写真１. テスト孔による実証試験
写真２. 多点ＩＣ温度セ
ンサー（第３世代）

藤田建設工業株式会社 海外連携型再生可能エネルギー関連研究開発支援事業（令和元年）

木質ペレットガス化熱電併給装置(E4ユニット)高度メンテナンス技術の研究開発事業

株式会社福島地下開発 再生可能エネルギー事業化実証研究支援事業（令和3年度～令和4年度）

本事業によって、高度化されたケーブルは実使用回数 10 回
以上、納品後３年間は故障なしとし、あいにく期間内で故障
が生じた場合、全損ではなく故障した部品を交換する事を可
能とするメンテナンス技術や全点温度校正も可能とする事を
目標とした。その結果、掲げた課題は達成され今後、事業で
使用しているケーブルが３年経過するまでどの程度損傷する
か経過を確認する。

地質調査孔による新方式 TCP の 多点 IC 温度センサーの高度化

事業内容

研究の
成果

今後の
展開

研究の
ポイント・
先進性

開発者
からの
コメント

過年度事業となる補助事業の名称：『地質調査孔による新方式 TCP の計測機械と解析ソフトの開発』において計測機器
と専用解析ソフトを製品化。その後、産総研 地中熱チームとの共同研究開発を実施。これまでの事業を通じて、課題が
明確となった現行品ケーブルを改変して高度化する事を目的とする。

前年度は、現行品を解析して故障する原因をリサーチ。次に課題を解決す
る為に、詳細設計～材料・材質の再検討～部品調達～基盤製作～実装～
組立て～形成、封止～動作確認～各種性能評価検証まで行い、短いサン
プルを複数本数製作してから実証試験を行った。２年目は前年度の経験を
活かし、総延長 50 ｍで高度化されたケーブルを２種類製作。ケーブルの
構造はこれまでどおり延長 50 ｍで 1 本とするタイプと延長 10 ｍ地点で
継手を設け 5 本つなげて 50 ｍとなる２種類で実証試験を行った。

ケーブル TCP における製品を製造する連携先
はすべて県内企業となる。C-TCP が今後、業界
手法として標準化になれば、調査手法としての
引き合いも増え、高度化されたケーブルや計測
機器の販売も想定され、調査だけでなく設計や
施工、メンテナンスに関連する企業も含めれば、
その経済波及効果は計り知れない。

建築確認申請時には必ず地質調査を実施する。この地質調査孔を利用しC-TCPを実施する事で、
試掘時のコスト削減と調査終了後、埋め戻しを行い、完全原状復旧が可能となり従来方式には
ない利点がある。計画地において早期段階で地中熱システム導入の適・否かの判定と設計段階
への反映が可能となる。

株式会社福島地下開発 
代表取締役　
須藤明徳

安川エンジニヤリング
トルクリミット制御出力図
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実用化・事業化・事例紹介

株式会社 IHI 再生可能エネルギー事業化実証研究支援事業（令和3年度～令和4年度）

SIGC における再エネ由来の合成メタンの製造・供給システムは、余
剰電力が多く電力価格が低いタイミングで車両燃料として品質を満足
するガスを生産できるのがポイントである。本実証ではシステムの構
築および正常動作確認を完了した。福島県
相馬市の高齢者向けコミュニティバス「お
でかけミニバス」1台を、合成メタンを燃料
として走行するバスとしてリニューアルし、
2023 年 2 月より運行を開始した。

再生可能エネルギーを利用したメタンの製造および有効利用事業

事業内容

研究の
成果

研究の
ポイント・
先進性

開発者
からの
コメント

再生可能エネルギーの導入と地産地消の促進のため、再生可能エネルギーから製造したカーボンニュートラルなメタン
を供給するシステムを実証する。メタンの製造には、CO2や太陽光発電を用いて製造した水素を利用するため、製造～
消費のシステムはカーボンニュートラルとなり脱炭素化に貢献する。

ＩＨＩでは，「そうま IHI グリーンエネルギーセンター（SIGC）」で再エネ
を地産地消し、資源・エネルギーの循環型社会を実現している。本事業
では、再エネ水素量、メタン貯蔵量、需要家の情報をもとに、メタンを
製造できるシステムを構築する。また、装置使用者の技量に左右されな
いよう、装置の自動化を進め、簡単な操作で扱える装置 / システムとする。
メタンの利用先として車両を想定し、車両燃料として満足するように品
質改善を行う。合成メタンによる車両の走行は国内初の事例である。

今後の
展開

今後の展開として、メタン製造・供給設備と
して経済性の評価と改善、および CO2削減効
果の検証を実施する。メタネーション製造装
置の連続した運用実績を蓄積し、合成メタン
の普及に努める。また、余剰電力を燃料への
変換することで再エネの地産地消による脱炭
素化への取り組みについて、福島県相馬市を
モデルタウンとして全国へ広めていく。

メタンは都市ガス・天然ガスの主原料のため、既設のインフラを利用しやすいことがメリットです。
車両燃料としての合成メタンの提供を通して、福島県におけるメタネーションの普及と CO2削減
に貢献したいと思います。

株式会社ＩＨＩ
技術開発本部　

物理・化学グループ
主任研究員　高橋寛郎

日本カーネルシステム株式会社 再生可能エネルギー事業化実証研究支援事業（令和3年度～令和4年度）

・�微小電流検出やリーク電流低減などハードウェアの回路を改善。数十 M Ωから数
十 k Ωまで測定が可能し、特に高抵抗での地絡検出と自動測定を組合せることで、
地絡故障の発生予知が可能となった。

・�太陽光発電システムの安全性確保に必要な項目
を自動計測するソフトウェアを開発。併せて測
定データのグラフ化を通した測定結果の見える
化などを実施。通信モジュールを介することに
より、遠隔にて計測結果の確認が可能となった。

太陽光発電システムにおける直流地絡検出装置の製品化

事業内容

研究の
成果

今後の
展開

研究の
ポイント・
先進性

開発者
からの
コメント

太陽光発電システムにおける直流地絡について故障予測から故障検知、そして事故位置の特定に至るまで、詳細な測定
と判定を自動で行うとともに、測定条件設定や測定結果表示等のユーザー・インタフェースに関わる機能も有し、遠隔
にてシステムの健全動作を確認できる装置の製品化を目指す。

・常設型であり、絶縁抵抗値を毎日測定でき、変化推移から予防保全に役立つ。
・事故検知した場合は事故位置を特定及び事故ストリングの切り離しを自動的に行う。
・接続自動切替により、±各極と Earth 極間へ電圧印可し、誤検出のない測定を実現。
・家庭用から産業用太陽光発電システムに至るまでの対応。
・夜間に自動計測し、日中の発電に影響を与えない。
・�太陽光発電システムの安全性確保に必要な BPD（バイパスダイオード）、BLD（逆流

防止ダイオード）、太陽電池動作電圧も一緒に検知できる。

研究所や学校等の学術機関をはじめ、PV メーカ、発電
事業者、メンテナンス事業者の方々を中心に、ホームペー
ジ、展示会、WEB サイト等を用いて拡販する。加えて、
新エネルギー産業技術総合開発機構（NEDO）、日本電
機工業会（JEMA）、太陽光発電協会（JPEA）を通じた
宣伝を実施する。併せて、弊社の既存製品との併用につ
いても検討した上でスパイラルな販売を進めていく。

新設・既設を問わず、太陽光発電システムの長期安定稼働は重要です。本製品
を通じて、O&M の普及促進に貢献したいと思います。本支援事業のおかげで、
業界のニーズに先駆けた研究開発ができ、また、製品化できたことを大変うれし
く思います。福島県や関係する方々に感謝申し上げます。

日本カーネルシステム株式会社
新エネルギーシステム事業本部

福島支店　荒川紀一
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過去事業

福島県再生可能エネルギー関連技術実証研究支援事業の概要
（平成 29 年度 ~ 令和２年度）

目的
　福島を「再生可能エネルギー先駆けの地」とすべく県内の再生可能
エネルギー関連技術の実用化・事業化に向けた実証研究を支援するこ
とで、エネルギー分野からの福島復興の後押しを一層強化していく。

補助対象事業者			 
⃝企業、技術研究組合、大学等の法人による単独申請または共同申請
⃝�法人（共同申請の場合は幹事法人）は県内に事務所又は事業所を有

すること。

補助対象事業
⃝再生可能エネルギー関連技術の事業化・実用化のための実証研究事業
⃝県内において大宗を実施するものであること。

補助率・補助限度
補助率 : 補助対象経費の 2/3 以内　　補助限度額 : 最長 3 年間で3 億円

補助対象経費
人件費、施設工事費、備品費、借料及び損料、消耗品費、外注費、その
他諸経費

（旅費、会議費、謝金、印刷製本費、補助員人件費、委託費などは対象外）

再生可能エネルギー関連技術実証研究支援事業

※事業計画名の（　）は、補助事業実施期間
※代表提案者（下線）については県内事務所等所在地、共同申請者については本社所在地

過去の採択事業一覧（平成 29 年度 ~ 令和２年度）

事業計画名 企業・団体名（所在地）

再生可能エネルギー導入促進向
け次世代コジェネシステムの実
証（～令和元年度）

株式会社日立製作所（郡山市）
デンヨー興産株式会社（東京都）
産業技術総合研究所（東京都）

ブロックチェーンを活用した再
エネ普及に向けた模擬 DR 実証
事業（～令和元年度）

株式会社会津ラボ（会津若松市）
株式会社エナリス（東京都）

I-V 精密評価機能を有す現場 PV
メンテナンス支援システム構築

（～平成 30 年度）
日本カーネルシステム株式会社

（郡山市）

ガス化発電による森林バイオマ
ス地産地消システムの実用化研
究（～令和元年度）

福島トヨペット株式会社（郡山市）
株式会社ユニバーサルエネルギー
研究所（東京都）

地質調査孔による新方式 TCP
の計測機械と解析ソフトの開発

（～平成 30 年度）
株式会社福島地下開発（郡山市）

空力弾性モデルを使用した国内
初の 10kW 垂直軸風車の開発

（平成 29 年度）
株式会社シルフィード（福島市）
中西金属工業株式会社（大阪府）

ド ロ ー ン に よ る 太 陽 光 発 電
O&M 事業支援ソリューション
の開発と実証研究

（～平成 30 年度）

株式会社 FEP（伊達市）　　
株式会社 CIA（伊達市）
株式会社ホンドリス（伊達市）
株式会社シーエスデー（神奈川県）
株式会社 ACDC（桑折町）

準浅層非排水非排土熱交換器埋
設工法開発・実証事業

（〜令和元年度）
新協地水株式会社（郡山市）

下水汚泥からの直接水素製造プ
ラント実証研究

（〜令和元年度）

株式会社大和三光製作所（矢吹町）
国立大学法人東北大学（宮城県）
カーボンフリーネットワーク株式会
社（宮城県）

フライホイール蓄電システムの
製品化に向けた実証研究

（〜令和 2 年度）
日本工営株式会社（須賀川市）

フライホイールによる長寿命系
統安定化システムの実証

（〜令和 2 年度）
福島サンケン株式会社（二本松市）
サンケン電気株式会社（埼玉県）

低 CO2低コスト型木質バイオマス
燃料製造装置の実証研究

（〜令和 2 年度）
株式会社シーズ（棚倉町）

家畜由来の原料によるバイオマス
発電システムの実証研究

（〜令和 2 年度）
共栄株式会社（いわき市）

事業計画名 企業・団体名（所在地）

太陽光発電所における火災事故
要因未然検知システムの開発

（令和元年度）
日本カーネルシステム株式会社

（郡山市）

PPA モデルによる VPP 構築と
デジタルコミュニティ通貨によ
る再エネ価値交換と地域活性化
実証（令和元年度）

株式会社デザイニウム（会津若松市）
株式会社シェアリングエネルギー

（東京都）

革新的営農型太陽光発電の実用
化〜農業×再生エネルギー×
SDGs（令和元年度）

株式会社 KATO ホールディングス
（広野町）

全天候型プラズマアクチュエー
タの製品化に向けた開発・実証
事業（〜令和 2 年度）

株式会社朝日ラバー（白河市）

ＡＩチップを活用したＥＶエネ
ルギーマネージメントシステム
の開発（〜令和 2 年度）

株式会社会津コンピュータサイエン
ス研究所（会津若松市）
株式会社ＲＥＸＥＶ（東京都）

大型風力発電用ブレードに内装
されている雷対策用接地線の断
線確認実証研究（〜令和 2 年度）

株式会社福島三技協（福島市）　　

建設現場における再エネ活用と
移設容易な創蓄システムの実証
研究（〜令和 2 年度）

佐藤工業株式会社（福島市）　
戸田建設株式会社（東京都）　
株式会社村田製作所（京都府）　

国内ソフトウェア連携による簡
易地中熱設計・シミュレーショ
ンツールの開発（〜令和 2 年度）

ミサワ環境技術株式会社
（会津若松市）
福島コンピューターシステム株式会
社（郡山市）

太陽光発電における、高機能遠
隔監視システムの開発（令和 2
年度）

日本カーネルシステム株式会社
（郡山市）

次世代電力ネットワーク対応遠
隔制御テストプラットフォーム
開発（令和 2 年度）

日本カーネルシステム株式会社
（郡山市）

再生可能エネルギー輸送におけ
る気液移送配管の無溶接継手の
開発実証（令和 2 年度）

日工産業株式会社（郡山市）
株式会社アイワコーポ（郡山市）

マイクログリッド内植物工場へ
の再エネおよび副生酸素の活用
実証（令和 2 年度）

株式会社ＩＨＩ（相馬市）

再エネ由来等水素と煙道排ガ
ス・廃熱の総括利用機構実用化
実証（令和 2 年度）

株式会社クレハ（いわき市）

風力発電機増速機用オイル交換
設備実証研究事業（令和 2 年度） 株式会社誠電社（福島市）

29
年度

30
年度

令和
元
年度

２
年度
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福島県産総研連携再生可能エネルギー等研究開発補助事業の概要
（平成 26 年度～令和２年度）

過去事業

目的
　県内の企業が、産業技術総合研究所 福島再生可能エネルギー研究所

（以下「研究所」と表記）と連携して研究開発を進めることにより、技
術力を高め、再生可能エネルギー関連産業の育成・集積を一層促進する。

補助対象事業者	
　県内において地域未来投資促進法における地域経済牽引事業計画の
承認を受けており、県内に事業所を置く法人格を有する事業者（特定
非営利活動促進法に基づき、認証を受けた特定非営利活動法人を含む。
任意団体は対象外）。

補助対象事業
「研究所」と連携して行う以下の技術分野に属する研究開発を対象とする。
⃝�創エネルギー技術：太陽光、風力、地熱、太陽熱、温度差熱等に

関連する技術
⃝畜エネルギー技術：水素等に関連する技術
 ⃝�スマートコミュニティ関連技術：エネルギーマネジメントシステ

ム等スマコミ関連技術

「研究所」との連携とは？ → 以下のいずれか
•���被災地企業等再生可能エネルギー技術シーズ開発・事業化支
援事業など研究所との共同研究の対象となっている
•�共同研究ではないが、研究所が支援可能と認められる内容で
ある

補助率・補助限度
補助率：補助対象経費の 2/3 以内、補助限度額：1,000 万円

補助対象経費
備品費、借料及び損料、消耗品費、旅費、報償費、外注費及び委託費、
通信運搬費、補助員人件費

産総研連携再生可能エネルギー等研究開発補助事業

過去の採択事業一覧（平成 26 年度～令和２年度）

26
年度

実施事業名 実施事業者名 所在地

太陽光発電併設型融
雪装置の開発

株式会社
環境システムヤマノ 須賀川市

垂直軸型小形風車に
おけるストール翼を
使用したシステム開
発事業

株式会社シルフィード 福島市

27
年度

地中熱ポテンシャル
マップデータベース
構築事業

新協地水株式会社 郡山市

太陽光発電併設型融
雪装置の実用化試験

株式会社
環境システムヤマノ 須賀川市

小口径ボーリング孔
による新方式サーマ
ルレスポンステスト
実用化に向けた実証
試験

ミサワ環境技術
株式会社 会津若松市

地下水流動を有効利
用した複数地中熱交
換井の最適配置検討
手法の開発

株式会社福島地下開発 郡山市

28
年度

既存井戸利用熱交換
器開発及び高効率採
熱井戸開発事業

新協地水株式会社 郡山市

電解成膜による多孔
質ニッケル支持体を
用いた水素透過膜の
開発

株式会社山王 郡山市

双方向蓄電池模擬電
源開発

日本カーネル
システム株式会社 郡山市

プラズマ気流制御電
極の開発事業 株式会社朝日ラバー 白河市

29
年度

風力発電設備耐雷性
試験へのドローン活
用に関する研究開発

株式会社会津ラボ 会津若松市

次 世 代 PV 向 け I-V
カーブトレーサの開
発〜 1,500V 高圧化・
高速化

日本カーネルシステム
株式会社 郡山市

銀めっきアクリル粒子
の製造における、事業
化に向けた加工工程及
び設備の確立と、粒子
の物性の評価及び CF
テープにおける物性の
評価

株式会社山王 郡山市

プラズマ気流制御電
極の開発 株式会社朝日ラバー 白河市

30
年度

プラズマ気流制御電
極の開発事業 株式会社朝日ラバー 白河市

無電源地の再生可能
エネルギーによる融
雪実証実験

株式会社　
環境システムヤマノ 須賀川市

令和

元
年度

水素キャリア（MCH）
からの水素取り出し
技術の確率

株式会社山王 郡山市

風力発電機用ブレー
ド保護シートの改良

藤倉コンポジット
株式会社 南相馬市

全天候型プラズマア
クチュエータの荷重
変動緩和の特性評価

株式会社朝日ラバー 白河市

２
年度

全天候型プラズマア
クチュエータの荷重
変動緩和の特性評価

株式会社朝日ラバー 白河市

融 雪 型 太 陽 電 池 モ
ジュールの開発、及び
事業化

アンフィニ株式会社 楢葉町

特殊形状地中熱交換
器の開発

ミサワ環境技術
株式会社 会津若松市



46

福島県海外連携型再生可能エネルギー関連研究開発支援事業の概要
（平成 25 年度～令和 3 年度）

過去事業

目的
　再生可能エネルギー利用及び循環型社会、低炭素化社会実現に
向け、再生可能エネルギー等技術に関連する、海外の研究機関、
事業者又は大学等と連携した研究開発を促進する。

補助対象事業者
　県内において地域未来投資促進法における地域経済牽引事業計
画の承認を受けており、県内に事業所を置く法人格を有する事業
者（特定非営利活動促進法に基づき、認証を受けた特定非営利活
動法人を含む。任意団体は対象外）。

補助対象事業
　以下に示す海外連携型の研究開発事業であって、その下に示す再生可能エネ
ルギー等技術分野に関するものを覚書締結先事業者等と行うものであること。

【海外連携型の研究開発事業】
補助事業者 研究分野 内容

県
内
事
業
者

海外シーズ
導入型

国内又は海外市場において、一定程度のニーズが見込まれる技術分野に関し、海外
研究機関等が持つ技術シーズ又は製品若しくはサービスの提供の用に供する物品等

（以下「技術シーズ等」という。）を、自らが持つ技術シーズ等と組み合わせること
により当該ニーズに適合させ、その技術シーズ等を改良し又は新たな技術シーズ等
を開発することを目的とした、海外研究機関等と連携して行う研究又は開発。

海外ニーズ
適合型

海外市場において、一定程度のニーズが見込まれる技術分野に関
し、自らが持つ技術シーズ等を当該ニーズに適合させることによ
り、その製品を改良し又は新たな製品を開発することを目的とし
た、海外研究機関等と連携して行う研究又は開発。

【エネルギー技術分野】
⃝ �創エネルギー技術：太陽光、風力、バイオマス等の再生可能エネルギー

に関連する技術
⃝ �IT 関連技術（スマートコミュニティに関連するものに限る）：エネルギー

マネジメントシステム等スマコミ関連技術
⃝ �蓄エネルギー技術：リチウム二次電池、アルカリ二次電池等関連技術
⃝ �省エネルギー技術：LED 照明、ヒートポンプ、エコ製品等関連技術

【覚書締結先事業者等】
１�　ドイツ連邦共和国ノルトライン＝ヴェストファーレン州に主たる事業

所を置く事業者又は大学等
２�　ドイツ連邦共和国ハンブルク州に主たる事業所を置く事業者又は大学等
３　スペイン王国バスク州に主たる事業所を置く事業者又は大学等
４　デンマーク王国に主たる事業所を置く事業者又は大学等
５　フラウンホーファー研究機構

補助率・補助限度
補助率：補助対象経費の 2/3 以内
補助限度額：300 万円

補助対象経費
旅費、報償費、備品費、借料及び損料、消耗品費、外注費及び委託費、
通信運搬費、展示会出展料

過去の採択事業一覧（平成 25 年度～令和 3 年度）

海外連携型再生可能エネルギー関連研究開発支援事業

25
年度

実施事業名 実施事業者名 所在地

標準設計に基づく経済的な小水力発電 有限会社テクノサンショウ いわき市
地中熱エネルギーの利用促進と技術導入に資する鋼管
の杭加工用機器一式および鋼管杭回転埋設専用機器の
試作開発とその性能評価

日商テクノ株式会社 郡山市

26
年度

省エネ改修を対象とした、住宅の省エネ
性能評価ソフトウェアの開発

一般社団法人日本
エネルギーパス協会 いわき市

最新の市場ニーズに適応した国内・海外
向け大型風力発電用太径ボルトの開発 東北ネヂ製造株式会社 いわき市

27
年度

最新の市場ニーズに適応した風力発電タ
ワー用ボルトの大型化に向けた製造方法・
性能評価方法の開発

東北ネヂ製造株式会社 いわき市

アイルランド小型風車タワーの国内生産
の事業化に向けた製作技術の研究及び試
作開発

会川鉄工株式会社 いわき市

28
年度

海外の市場ニーズに適応した風力発電タ
ワー用ボルト実用化のための安全性評価
技術の開発

東北ネヂ製造株式会社 いわき市

木質ペレットガス化熱電併給装置（E3
ユニット）燃料研究開発事業 藤田建設工業株式会社 棚倉町

29
年度

マイクロ CHP 対応スクロールエンジン共同
研究開発 アネスト岩田株式会社 矢吹町

欧州風力メーカーのニーズに適応した改良
オースフォーム / ミクロ制御技術による太
径ボルトの評価

東北ネヂ製造株式会社 いわき市

小型バイオマス発電システムに装備する
ガス発電機の共同開発 共栄株式会社 いわき市

木質ペレットガス化熱電併給装置（E4 ユ
ニット）燃料研究開発 藤田建設工業株式会社 棚倉町

30
年度

ドイツＮＲＷ州企業とのバイオマス
ガス発電システムの共同開発 共栄株式会社 いわき市

特殊形状地中熱交換器の開発 ミサワ環境技術株式会社 会津若松市

木質ペレットガス化熱電併給装置
（Ｅ４ユニット）燃料研究開発事業 藤田建設工業株式会社 棚倉町

ドイツバイオマス技術導入によるガス化
反応炉システム開発 株式会社大和三光製作所 矢吹町

マイクロ CHP 対応スクロールエンジン共同
研究開発 アネスト岩田株式会社 矢吹町

ＥＵ向けスマートプラグの試作品開発 株式会社会津ラボ 会津若松市

令和
元
年度

ドイツ向け乾燥機製品の開発 株式会社大和三光製作所 矢吹町
鶏糞原料のバイオマスガス発電システムの
共同開発 共栄株式会社 いわき市

空気調和設備に関わる地中熱利用設計支援と
解析・評価シミュレーション等統合ソフトウエ
アの研究開発事業

福島コンピューター
システム株式会社 郡山市

特殊形状地中熱交換器の開発 ミサワ環境技術株式会社 会津若松市
木質ペレットガス化熱発電供給装置（E4 ユニッ
ト）高度メンテナンス技術の研究開発事業 藤田建設工業株式会社 棚倉町

ドイツ市場に向けたエネルギーマネジメント AI
チップ及び関連クラウドサービスの試験開発

株式会社会津コンピュー
タサイエンス研究所 会津若松市

2
年度

再生可能エネルギー熱とエネルギーの高効率化に
関わる計画・設計・監理のオペレーションとマネー
ジメント手法導入事業

ミサワ環境技術株式会社 会津若松市

ドイツのバイオガス技術と乾燥技術の統
合によるプラントシステム開発 株式会社大和三光製作所 矢吹町

３
年度

地中熱利用システムの高効率化に資する関連
機器・暖冷房・換気・給湯・自動制御システ
ムの日本への適用

ミサワ環境技術株式会社 会津若松市

ドイツのバイオガス技術と乾燥技術の統
合によるプラントシステム開発 株式会社大和三光製作所 矢吹町
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福島県
商工労働部　次世代産業課

〒960-8670　福島市杉妻町2-16（西庁舎 12階）
TEL 024-521-8286　FAX 024-521-7932

本パンフレットに関するお問い合わせ


